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次期「仙台市協働まちづくり推進プラン」策定にあたっての現状 

１ 協働まちづくりの現状 

（１）まちづくりの主体ごとの現状 

① 町内会・地域コミュニティ 

○地域コミュニティの中核を担う町内会の加入率は年々低下しており、平成 28 年度には８割を

下回っています（図表１）。役員の高齢化や担い手不足などの課題が生じています。 

○町内会の負担を軽減させる手法の一つとして、本市では、町内会におけるデジタル技術の活

用の支援に取り組んでいます。 

○加入率の低下や担い手不足といった課題を生じさせている原因について、総務省の『地域コ

ミュニティに関する研究会報告書』（令和 4 年 4 月）によれば、「原因は複合的であり、地域

ごとに状況は異なると考えられるが、我が国の社会全体の変化による共通的な要因の一つと

して、単身世帯や女性・高齢者雇用の増加など、ライフスタイルの変化が、地域コミュニテ

ィに関わる機会や時間の減少に影響している可能性がある」としています（図表２）。 

○同報告書では、主体間連携を促進する上では、「目的が明確なプロジェクトベースでの連携を

促進することができれば、活動の目的に共感した自発的で貢献意識が高い団体や個人を集め

ることができ、より実質的に地域活動を活性化させることが可能になる」としています。 

○同報告書では、町内会等以外の団体・個人との連携を担うコーディネーターについて、「地域

活動に関するコーディネーターの資質を持った人を発掘し、必要な研修を行って、多くのコ

ーディネーターの活躍の機会を作ることも大切」としています。 

 

 

  

図表１ 町内会加入率 
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図表２  高齢者の労働力人口比率の推移 

出典：厚生労働省「令和６年度版 高齢者白書」 
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② 市民活動団体 

○本市が所管するＮＰＯ法人の数は、平成 28 年度以降は減少傾向にあります。（図表３） 

○宮城県による NPO 法人を対象とした調査の結果では、活動を促進するために解決すべき課題と

して特に回答が多かったのが、「人材不足」「資金不足」でした。（図表４） 

○同調査の結果では、NPO 法人による専門家への相談について、今後相談したいという回答と、

現在相談しているという回答の差が大きいのは「広報」「資金調達」「経営」「IT 活用」「NPO マ

ネジメント」でした。（図表５） 

○同調査の結果では、NPO 法人が他の団体と協働する課題として特に多かったのが「本来活動の

忙しさ」「本来活動の資金不足」でした。（図表６） 

○全国の NPO の代表者を対象に実施された調査では、調査時点で「今後 5 年間のうちに代表者の

交代を想定している」と回答した団体のうち 47.8%が「準備はまだ進んでいない」と回答して

います。その理由としては「適切な候補者が見つからない」という回答が 50.9%と最も多く、

次いで「準備のための人材（担当者）が確保できない」が 25.7%でした。（図表７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表３  本市所管 NPO 法人数の推移 
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図表５  専門家への相談 
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図表４  事業活動を促進させるために解決すべき課題 
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出典：宮城県「令和 5 年度宮城県 NPO 活動実態・意向調査」 
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図表６  他の団体と協働する際の課題 

出典：宮城県「令和 5 年度宮城県 NPO 活動実態・意向調査」 
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図表７  代表者交代の準備が進まない理由 

出典：特定非営利活動法人 NPO サポートセンター「NPO 代表者白書」（令和 5 年度） 
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③ 企業 

○企業を対象とした調査では、企業が連携した社外パートナーは、「NPO／NGO」が 87%、「国内

政府・自治体、政府関連機関」が 78%と、企業同士の連携より多い状況です。（図表８） 

○同調査によると、社会貢献活動を行う理由として、前回調査と比較して特に回答が増えたの

が「社員が社会的課題に触れて成長する機会」「社員のモチベーション向上や帰属意識の強

化」「ブランディング戦略の一環」「リクルーティング時の訴求力」でした。（図表９） 

○また、企業が事業そのものを通して、社会課題の解決と収益を両立させる「CSV」※１の考え

方が広がり、社会課題を解決する取り組みが、企業にとっては、ビジネスの継続性を高める

ために展開されるものとしても認識されるようになっています。 

○さらに、多様な立場の主体が協力して集合的なインパクトを生み出す「コレクティブインパ

クト」※２のアプローチも広がっています。CSV に取り組む企業がこの枠組みに参加すること

で、より大きな社会的インパクトを生み出すことができ、また、コレクティブインパクトの

成功には、参加企業が CSV の視点を持つことが重要とされています。 

  

用語解説 

＊１ CSV（Creating Shared Value (共通価値の創造)）：企業が社会的な価値と経済的な価値・利益の両方を創出するという

考え方。製品・サービスと市場の見直し、バリューチェーンの生産性の改善、事業拠点の競争基盤強化という 3 つのア

プローチがあるとされている。 

＊２ コレクティブインパクト：企業や行政、NPO、市民などさまざまな分野の人々が各領域を越えて協力し、社会問題に取り

組むことで成果を生みだす考え方。共通アジェンダの設定、共有測定システム、相互補完的活動、継続的コミュニケー

ション、中核的支援組織の存在という 5 つの特徴があるとされている。 

出典：一般社団法人日本経済団体連合会「社会貢献活動に関するアンケート」結果（令和７年１月） 

図表８  社外パートナーとの連携  

n=139(2024 年度)、n=153(2020 年度)※複数選択 
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出典：一般社団法人日本経済団体連合会「社会貢献活動に関するアンケート」結果（令和７年１月） 
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図表９  社会貢献活動を行う理由 
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④ 教育機関（大学等） 

〇「学都仙台」と呼ばれる本市には、大学や短大等多くの高等教育機関が集積しており、人口に

対する大学生（大学生および大学院生の合計）の割合は、政令指定都市の中でも上位にありま

す（図表 10）。 

〇大学と地域との協働が進み、区役所、市民センター、町内会や商店街と連携した地域イベント

の共催や避難訓練等行事への参加、地域の見回りや行事の支援、子どもたちの学習支援ボラン

ティアなどをとおして、地域の課題解決や活性化に取り組む事例が増えています。 

○公立学校の運営に地域住民や保護者等が参画することを通じて、地域ならではの創意や工夫を

生かした特色ある学校づくりを進める「コミュニティ・スクール」を本市でも推進し、学校と

地域との連携が進んでいます。 

○文部科学省の調査によれば、全国の大学・短期大学におけるアントレプレナーシップ教育の実

施率は 33％で、2020 年度調査結果（27％）から増加しました。また、高校・大学の単位認定

に地域活動が組み込まれるケースも見られており、若い世代において、学業を通して課題解決

能力やイノベーション力を身につける機会が増えています。 

○就職活動中の大学生を対象とした調査によれば、「学生時代に力を入れたこと」（以下、ガクチ

カ）として企業にアピールが不足していると思うことについての回答では、「ボランティア」

と回答した人の割合が高い結果でした。（図表 11） 
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図表 11 ガクチカとしてアピールが不足していると思うこと 

  

n=1,200 

出典：株式会社マイナビ「2025 年卒大学生活動実態調査」（令和６年３月） 
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⑤ 行政（仙台市） 

〇本市では、条例および基本方針のもと、「仙台市協働まちづくり推進プラン 2021」に掲げる事

業に取り組んできました。 

〇本市の職員を対象とした調査では、９割近くの職員が、市の業務を進める上で市民協働を推進

することは大切だと回答しています。また、そのために有効または必要なこととしては「市民

協働に役立つ情報・ノウハウが得られる機会」が最も多く、次いで「市民協働に関するアドバ

イス」「市民活動団体等の知見」「市民活動団体等との交流や活動体験の機会」という回答が多

くありました。（図表 12、13） 

○本市では、市職員を NPO 等に派遣し市民活動や協働に関する理解を深める「NPO 留学」等の人

材育成プログラムや、市と多様な主体とが協働する事業の実施を支援する「市民協働事業提

案制度」をとおして、市職員に対する協働の意識醸成と協働事業の実現に取り組んでいます。 

 

 

NPO 留学や庁内研修の様子 

図表 13 市民協働の推進のために有効または必要なこと 
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出典：仙台市「市民協働の推進に関する職員意識調査」（令和６年３月） 
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図表12 協働を大切だと思う職員の割合
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